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貸出金等に関する指標
貸出金業種別残高・構成比

担保の種類別貸出金残高及び債務保証見返額
（単位：百万円）

貸出金残高 債務保証見返額 貸出金残高 債務保証見返額
令和５年度

当組合預金積金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 　 　 計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合  　計

1,013
－
－

102,231
－

103,245
29,283
4,138
10,553
147,220

－
－
－
－
－
－
－
52
－
52

令和４年度

1,168
－
－

97,161
－

98,330
31,041
4,406
9,418

143,197

－
－
－
－
－
－
－
58
－
58

貸出金使途別残高 （単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比
運 転 資 金
設 備 資 金
合 　 　 計

68,896
78,324
147,220

46.7%
53.2%
100.0%

令和４年度

69,189
74,007
143,197

48.3%
51.6%
100.0%

貸出金科目別平均残高 （単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
合 　 　 計

1,121
411

141,321
1,188

144,043

0.7%
0.2%
98.1%
0.8%

100.0%

令和４年度

1,578
485

136,817
1,085

139,966

1.1%
0.3%
97.7%
0.7%

100.0%

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　 　 計

53,743
93,477
147,220

53,201
89,995
143,197

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫
株式会社日本政策金融公庫(中小企業事業)
株式会社日本政策金融公庫(国民生活事業)
独立行政法人住宅金融支援機構
独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構
独立行政法人中小企業基盤整備機構
合 　 　 　 　 計

18
33
－
－
－
－
8
60

令和５年度
24
34
－
－
0
－
5
64

令和４年度

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円）

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン
合 　 　 　 　 計

268
6,798
7,066

令和５年度
306
7,503
7,810

令和４年度

（単位：百万円）
令和４年度

金　額 構成比
製 造 業
農 業 ､ 林 業
漁 業
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気 ､ ガ ス ､ 熱 供 給 ､ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 　 、　 郵 便 業
卸 売 業 　 、　 小 売 業
金 融 業 　 、　 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学 術 研 究 、専 門・技 術 サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 ､ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 　 　 計
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 　 　 人 ( 住 宅 ･ 消 費 ･ 納 税 資 金 等 )
合 　 　 計

8,539
－
－
－

10,115
13
609
1,341
5,348
2,691
91,622
1,889
936
116
1,462
1,292
66
65

6,526
140

132,777
－

10,419
143,197

5.9%
－
－
－

7.0%
0.0%
0.4%
0.9%
3.7%
1.8%
63.9%
1.3%
0.6%
0.0%
1.0%
0.9%
0.0%
0.0%
4.5%
0.0%
92.7%

－
7.2%

100.0%

令和５年度
金　額 構成比
7,817

－
－
－

9,981
6

1,191
1,342
4,657
4,000
96,563
2,240
898
98

1,466
961
106
77

6,064
136

137,612
－

9,607
147,220

5.3%
－
－
－

6.7%
0.0%
0.8%
0.9%
3.1%
2.7%
65.5%
1.5%
0.6%
0.0%
0.9%
0.6%
0.0%
0.0%
4.1%
0.0%
93.4%

－
6.5%

100.0%
(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和５年度

令和５年度

令和５年度令和４年度
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(注)  １．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

３．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に掲げるものを除く。）です。
５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。

６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。
７．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8．「貸倒引当金（Ｃ）」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払
の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、
「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証
券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

10．金額は決算後（償却後）の計数です。

(注)  当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る取引は行っておりません。

貸出金償却額・引当額

貸倒引当金の内訳

貸 出 金 償 却 額
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
合 計

ー
△ 152
△ 152

令和５年度
ー

△ 160
△ 160

令和４年度

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
合 計

期末残高 期中増減
20
525
545

期末残高
△ 7

△ 154
△ 161

期中増減
令和５年度

27
679
707

△ 156
29

△ 127

令和４年度

区　　　　　　分 引当率
(Ｃ)/(Ａ－Ｂ)

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
保全率
(Ｂ＋Ｃ)/(Ａ)

貸倒引当金
（Ｃ）

担保・保証等
（Ｂ）

債権額
（Ａ）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

　 　 三 月以 上 延 滞 債 権

　 　 貸 出 条 件 緩 和 債 権

小 計

正 常 債 権

合 　 　 　 　 　 計

100.0%
100.0%
60.5%
66.2%
1.4%
1.8%
－
－

1.4%
1.8%
63.7%
64.9%

100.0%
100.0%
85.2%
86.6%
50.3%
58.2%

－
－

50.3%
58.2%
88.5%
89.1%

234
127
395
349
1
1
－
－
1
1

632
478

963
716
1,097
807
101
110
－
－

101
110
2,163
1,634

1,198
843
1,751
1,335
205
192
－
－

205
192
3,155
2,370

140,194
145,015
143,349
147,386

令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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貸借対照表計上額 貸借対照表計上額時　価 差　額 時　価 差　額項　　　　目

〔１〕売買目的有価証券
　　　　該当ございません。
〔２〕満期保有目的の債券

〔３〕子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
　　　　該当ございません。
〔４〕その他有価証券

有価証券の時価等情報
有価証券に関する指標

（単位：百万円）

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額を超えるもの

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

1
1
－
－
3
－
－

△ 17
－

△ 17
△ 14

94
210
－
－

305
－
－

1,182
－

1,182
1,487

92
209
－
－

302
－
－

1,200
－

1,200
1,502

－
－
0
－
0
－
－

△ 6
－

△ 6
△ 6

－
－

1,000
－

1,000
－
－

693
－

693
1,693

－
－

1,000
－

1,000
－
－

700
－

700
1,700合　　　　　　　計

国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 　 計
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 　 計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

7
8
－
2
6
3
20
－

△ 196
△ 27
△ 1

△ 167
△ 7

△ 204
△ 184

8
1,080

－
399
681
345
1,434

－
8,967
887
297
7,782
183
9,150
10,585

16
1,089

－
401
687
349
1,454

－
8,770
859
295
7,614
176
8,946
10,401

1
14
9
0
4
－
15
－

△ 152
△ 3
△ 0

△ 149
△ 6

△ 159
△ 143

8
1,275
396
100
778
－

1,283
－

6,479
297
197
5,985
122
6,602
7,885

10
1,289
405
100
783
－

1,299
－

6,327
294
197
5,835
116
6,443
7,742

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額取得原価 差　額 取得原価 差　額
令和４年度 令和５年度項　　　　目

合　　　　　　　計

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

(注)１．時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
２．「社債」には、金融債、事業債が含まれます。

（単位：百万円）

(注)１．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
２．「社債」には、金融債、事業債が含まれます。
３．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

当 座 預 金
普 通 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
合 　 　 計

金　額 構成比
2,197
56,065
166

171,341
5,780
262

235,814

0.9%
23.7%
0.0%
72.6%
2.4%
0.1%

100.0%

金　額 構成比

預金種目別平均残高 （単位：百万円）

預金に関する指標

固 定 金 利
変 動 金 利
そ の 他
合 計

168,763
－
－

168,763

令和５年度
174,432

－
－

174,432

令和４年度

1,968
57,695
115

175,085
6,747
251

241,865

0.8%
23.8%
0.0%
72.3%
2.7%
0.1%

100.0%

令和４年度

定期預金金利区分別残高 （単位：百万円）

組 合 員 預 金
組 合 員 外 預 金
合 計

190,119
38,349
228,469

令和５年度
194,707
39,312
234,020

令和４年度
組合員・組合員外別預金残高 （単位：百万円）

個 人
法 人

合 計

192,601
35,868
35,777

62
27

228,469

198,146
35,873
35,669
180
24

234,020

令和４年度
預金者別預金残高 （単位：百万円）

一 般 法 人
公 金
金 融 機 関

令和５年度

令和４年度 令和５年度

令和５年度
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国　　　　　　　債 ４
令和５年度

－
令和４年度

（単位：百万円）

その他の業務

699
952
297
906
8,319
9,502
118
124
－
－

116
525
9,551
12,011

－
－
－
－
－
－

118
124
－
－

116
525
234
650

405
662
－

101
－
－
－
－
－
－
－
－

405
764

294
289
197
705
4,930
6,413

－
－
－
－
－
－

5,422
7,408

－
－

100
99

2,388
2,490

－
－
－
－
－
－

2,488
2,590

－
－
－
－

1,000
598
－
－
－
－
－
－

1,000
598

合　計期間の定めのないもの10年超5年超10年以下1年超5年以下１年以下

市場価額のない株式等及び組合出資金 （単位：百万円）

非 上 場 株 式
全 信 組 連 出 資 金
組 合 出 資 金
合 計

108
1,412

0
1,521

108
1,412

0
1,521

令和４年度
貸借対照表計上額

令和５年度
貸借対照表計上額

項　　　　　　目

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
合 　 　 計

金　額 構成比 金　額 構成比
847
550
9,601
117
－

312
11,428

7.4%
4.8%
84.0%
1.0%
－

2.7%
100.0%

令和４年度

419
375
7,990
117
－
21

8,924

4.7%
4.2%
89.5%
1.3%
－

0.2%
100.0%

他金融機関向け
他金融機関から
他金融機関向け
他金融機関から

送 金 ･ 振 込

代 金 取 立

101,167
108,967

20
0

金　　額
68,939
111,362

2
1

件　　数金　　額件　　数
令和５年度

90,303
106,378

20
7

66,633
108,472

4
16

令和４年度

公共債引受額
該当ございません。

外貨建資産残高
該当ございません。

内国為替取扱実績 （単位：件、百万円）

商品有価証券の種類別平均残高
該当ございません。

金銭の信託及びデリバティブ等商品取扱
該当ございません。

有価証券の種類別平均残高 （単位：百万円）

有価証券の種類別・残存期間別残高

令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度
令和４年度
令和５年度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 　 計

（単位：百万円）

有価証券に関する指標

令和５年度

(注)１．子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の
開示に関する適用指針」（令和２年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

２．組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４-１６項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

公共債の窓口販売実績
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１．対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役
員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及
び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

①報酬体系の概要
　【基本報酬及び賞与】
　　　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員
　　それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については
　　前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当組合の理事会において決定しております。また、各監事の基本
　　報酬額及び賞与額につきましては、監事会の協議により決定しております。
　【退職慰労金】
　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、
　　支払っております。

②役員に対する報酬

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属明細書」における
　　役員に対する報酬です。
　２．支払人数は、理事９名、監事４名です。（退任役員を含む）
　３．使用人兼務理事４名の使用人分の報酬は21百万円です。
　４．上記以外に支払った役員賞与金は、理事9百万円、監事1百万円であり、役員退職慰労金は、監事4百万
　　円です。

③その他
　　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関
　する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融
　庁長官が別に定めるものを定める件」(平成24年３月29日付金融庁告示第23号)第３条第１項第３号及び
　第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員で対象役員が受ける報酬等
と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和５年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

注１．対象職員等には期中に退任・退職した者も含めています。
　２．「同等額」は、令和５年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払
　　　っております。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報
　　　酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていない
　　　ため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

区　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理　　　事  ９１ １３２

監　　　事  １９  ３０

（単位：百万円）

合　　　計 １１１ 162

役員等の報酬体系について


